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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 21,157 △2.1 1,638 △15.2 1,823 △13.0 1,091 △7.5
22年3月期第3四半期 21,609 2.4 1,932 2.9 2,096 2.8 1,179 △2.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 102.40 101.73
22年3月期第3四半期 110.58 110.14

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 33,589 16,937 50.0 1,578.21
22年3月期 31,570 16,501 51.8 1,535.89

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  16,781百万円 22年3月期  16,348百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
    平成23年３月期第２四半期末配当金の内訳  富山南工場竣工記念配当 5円00銭 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 15.00 ― 27.00 42.00
23年3月期 ― 15.00 ―
23年3月期 

（予想）
10.00 25.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 29,300 2.7 2,450 3.2 2,650 1.9 1,500 2.0 140.73



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な要因により予想数値と異なる場合
があります。業績予想に関する事項については、【添付資料】P.３「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 11,175,634株 22年3月期  11,175,634株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  542,525株 22年3月期  531,219株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 10,659,074株 22年3月期3Q 10,668,918株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

＜売上の状況＞ 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を中心とした新興国向けの輸出増加による企業業績の回

復は見られ始めたものの、厳しい雇用環境や景気の先行き不透明感は払拭されず、依然として予断を許さない状況

で推移しております。 

このような中、当社グループは、「美と健康」にかかわる分野を事業領域とし、医薬品・化粧品包材（パッケー

ジ・ラベル・添付文書等）の製造・販売を行う印刷包材事業を中核に、業容の拡大、企業価値の更なる向上に努め

てまいりました結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前第３四半期連結累計期間に比べ４億51百万円減

（前年同期比2.1%減）の211億57百万円となりました。 

セグメント別の売上の状況は、以下の通りであります。 

印刷包材事業 

当社グループの主たる事業である印刷包材事業におきましては、市場での企業間競争が一段と厳しさを増してお

ります。このような事業環境の中、当社グループは市場ニーズに即した付加価値の高い製品の提供に努め、お客

様・地域に密着した提案型営業活動を展開するとともに、高水準の品質保証体制を追求し、安定した製品の供給に

努めてまいりました。 

医薬品市場におきましては、高齢化の進展を受けて、医療費抑制策の一環としてジェネリック製品の普及促進が

進められております。当社グループでは、医療用医薬品向け製品の受注は堅調に推移しましたものの、ＯＴＣ医薬

品向け製品に関しましては、リピートオーダーが伸び悩み、前年同期を下回りました。 

一方、化粧品市場におきましては、消費マインドの冷え込みにより主力の中価格帯商品の販売に伸び悩みが見ら

れました。当社グループでは、新規得意先開拓や新製品獲得に努めましたが、受注は前年同期と比べ減少いたしま

した。 

この結果、当第３四半期連結累計期間における印刷包材事業の売上高は、前第３四半期連結累計期間に比べ６億

78百万円減（前年同期比3.2%減）の202億87百万円となりました。 

その他 

①包装システム販売事業 

当セグメントでは、印刷包材と機械を合わせた包装のトータル提案による、更なる得意先ニーズへの対応を目

的に、包装機械や包装ラインの企画提案・仕入・販売を行っております。 

印刷包材事業と連携した提案活動に努めました結果、当第３四半期連結累計期間における包装システム販売事

業の受注は、前年同期に比べ増加いたしました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間における包装システム販売事業の売上高は、前第３四半期連結累計期間

に比べ１億10百万円増（前年同期比17.1%増）の７億52百万円となりました。 

②人材派遣事業 

当セグメントでは、当社グループ内のみならず地域企業からの求人を受けて人材の派遣を行っております。 

当第３四半期連結累計期間における人材派遣事業の売上高は、１億17百万円となりました。 

＜利益の状況＞ 

利益面につきましては、生産性の向上に努めましたものの、売上高減少の影響が大きく、当第３四半期連結累計

期間における営業利益は16億38百万円（前年同期比15.2%減）、経常利益は18億23百万円（前年同期比13.0%減）と

なり、四半期純利益は10億91百万円（前年同期比7.5%減）となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

財政状態を分析するに当たり、その基礎となる当第３四半期連結会計期間末現在の連結貸借対照表は、子会社６

社のうち１社は小規模であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外し、連結子会

社５社で作成しております。 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、335億89百万円となり、前連結会計年度末に比べ20億18百万円増加い

たしました。 

その内、流動資産は、123億83百万円と、前連結会計年度末に比べ７億89百万円増加いたしました。また固定資

産は、212億５百万円と、前連結会計年度末に比べ12億29百万円増加いたしました。その主な要因は、富山南工場

の新設によるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、166億52百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億82百万円増加

いたしました。 

その内、流動負債は、114億79百万円と、前連結会計年度末に比べ５億13百万円増加いたしました。その主な要

因は、支払手形及び買掛金の増加によるものであります。また固定負債は51億73百万円と、前連結会計年度末に比

べ10億69百万円増加いたしました。その主な要因は、リース債務の増加によるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は169億37百万円と、前連結会計年度末に比べ４億36百万円増加いたしま

した。 

この結果、当第３四半期連結会計期間末現在の自己資本比率は、50.0％となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

第３四半期連結累計期間の経営成績は、概ね期初の予想で推移しており、平成22年４月28日に公表いたしました

業績予想に変更はございません。 

（１）重要な子会社の異動の概要 

当第３四半期連結累計期間において、連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動はありません。 

なお、特定子会社以外の子会社、朝日人材サービス㈱は、当社グループの定年を迎える団塊世代が働きやすい環

境を整える狙いで設立いたしましたが、グループ内のみならず地域企業からの求人派遣も増加し、重要性が増した

ため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

１．固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

２．法人税等の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

なお、これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽微であります。 

②表示方法の変更 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,351,250 870,613

受取手形及び売掛金 8,885,026 8,010,460

商品及び製品 660,721 698,981

仕掛品 671,651 655,207

原材料及び貯蔵品 407,523 324,166

繰延税金資産 195,816 243,839

その他 244,195 804,956

貸倒引当金 △32,227 △13,927

流動資産合計 12,383,957 11,594,298

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,327,673 6,059,393

機械装置及び運搬具（純額） 2,035,054 2,900,090

土地 5,769,732 5,736,563

リース資産（純額） 1,692,181 304,282

建設仮勘定 72,439 160,299

その他（純額） 284,442 274,525

有形固定資産合計 16,181,524 15,435,154

無形固定資産   

のれん 36,397 60,494

その他 284,707 283,749

無形固定資産合計 321,105 344,244

投資その他の資産   

投資有価証券 2,857,375 2,522,835

長期貸付金 26,024 29,997

繰延税金資産 622,135 461,871

投資不動産（純額） 692,211 694,192

その他 611,367 575,556

貸倒引当金 △106,002 △87,214

投資その他の資産合計 4,703,111 4,197,239

固定資産合計 21,205,741 19,976,638

資産合計 33,589,698 31,570,936
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,985,847 4,857,332

短期借入金 1,630,000 2,280,000

1年内返済予定の長期借入金 693,889 828,041

リース債務 168,958 132,539

未払法人税等 245,294 668,279

賞与引当金 284,966 368,329

その他 2,470,057 1,831,201

流動負債合計 11,479,013 10,965,724

固定負債   

長期借入金 1,569,590 1,884,071

リース債務 1,448,294 138,741

繰延税金負債 375,696 385,246

退職給付引当金 1,007,482 949,350

役員退職慰労引当金 546,983 507,357

その他 225,277 239,087

固定負債合計 5,173,323 4,103,854

負債合計 16,652,336 15,069,579

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,514,753 1,514,753

資本剰余金 1,686,114 1,676,555

利益剰余金 14,150,391 13,482,561

自己株式 △656,101 △594,635

株主資本合計 16,695,158 16,079,235

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 86,113 269,458

評価・換算差額等合計 86,113 269,458

新株予約権 30,690 34,875

少数株主持分 125,399 117,787

純資産合計 16,937,361 16,501,357

負債純資産合計 33,589,698 31,570,936
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 21,609,311 21,157,559

売上原価 16,399,793 16,126,453

売上総利益 5,209,517 5,031,106

販売費及び一般管理費 3,276,811 3,392,627

営業利益 1,932,706 1,638,478

営業外収益   

受取利息 958 894

受取配当金 47,610 55,567

受取賃貸料 114,514 107,225

作業くず売却益 54,935 77,332

雑収入 62,682 50,048

営業外収益合計 280,701 291,069

営業外費用   

支払利息 61,148 64,003

支払手数料 12,952 10,462

賃貸収入原価 25,794 20,212

雑損失 16,512 11,287

営業外費用合計 116,408 105,966

経常利益 2,096,999 1,823,581

特別利益   

固定資産売却益 － 3,487

投資有価証券売却益 － 159,037

貸倒引当金戻入額 3,872 －

特別利益合計 3,872 162,524

特別損失   

固定資産除売却損 4,496 8,286

投資有価証券売却損 0 67

貸倒引当金繰入額 － 18,788

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 400

特別損失合計 4,496 27,542

税金等調整前四半期純利益 2,096,375 1,958,562

法人税、住民税及び事業税 914,717 847,876

法人税等調整額 △9,573 9,635

法人税等合計 905,143 857,511

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,101,051

少数株主利益 11,439 9,527

四半期純利益 1,179,793 1,091,523
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,096,375 1,958,562

減価償却費 1,117,813 1,050,027

のれん償却額 25,402 24,096

株式報酬費用 7,750 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △49,097 37,088

賞与引当金の増減額（△は減少） △85,883 △83,363

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61,371 58,131

確定拠出年金移行時未払金の増減額（△は減少） △21,377 △8,038

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 45,570 39,625

受取利息及び受取配当金 △48,569 △56,462

支払利息 61,148 64,003

有形固定資産除売却損益（△は益） 4,496 4,799

投資有価証券売却損益（△は益） 0 △158,969

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 400

売上債権の増減額（△は増加） △835,357 △889,780

たな卸資産の増減額（△は増加） △415 △61,540

仕入債務の増減額（△は減少） 920,619 1,240,153

その他 △97,118 448,293

小計 3,202,729 3,667,028

利息及び配当金の受取額 49,018 56,480

利息の支払額 △49,036 △56,492

法人税等の支払額 △1,036,165 △1,303,238

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,166,546 2,363,778

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 81,286 △3,780

有形固定資産の取得による支出 △1,575,511 △916,600

有形固定資産の売却による収入 3,169 16,193

投資有価証券の取得による支出 △50,692 △740,134

投資有価証券の売却による収入 0 226,465

関係会社株式の取得による支出 △6,610 －

貸付けによる支出 △6,300 －

貸付金の回収による収入 6,963 4,727

補助金の受取額 － 211,894

その他 △2,108 △15,492

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,549,803 △1,216,726
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △650,000

長期借入れによる収入 500,000 30,000

長期借入金の返済による支出 △477,796 △478,633

自己株式の取得による支出 △213,044 △135,800

ストックオプションの行使に伴う自己株式の処分
による収入

99,701 79,709

セール・アンド・リースバック取引による収入 － 1,037,804

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16,570 △164,456

配当金の支払額 △431,408 △441,359

少数株主への配当金の支払額 △1,758 △1,758

財務活動によるキャッシュ・フロー △240,876 △724,493

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 375,866 422,557

現金及び現金同等物の期首残高 949,299 870,193

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 54,299

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,325,165 1,347,050
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（開示の省略） 

セグメント情報、その他注記情報、個別情報、補足情報等は、第３四半期決算短信における開示の必要性が 

大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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